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Surface Studio

第2部

最新ソリューション

1校

・

Surface Pro /
Surface Pro LTE Advanced

働き方改革  ”“魅せる 実
践
編
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は、Surfaceが最適という理解が日本の企業にも
浸透した。本年度（18年6月期）は、おかげで前
年度の倍に近い勢いで伸びている」と滝本氏はい
う。
　幅広い業種や職種（業務）で活用できること
も、Surfaceならではの強みだ。「特定の業種に
強いということはないが、実際には、製造、金
融、教育などの分野で数多く使われている」と滝
本氏。Surfaceビジネス本部ビジネスデベロッ
プメントマネージャーの辻本真幸氏は、「文教市
場では、デジタル教科書を読んだり、電子ノート
『OneNote』を使って手書き入力でノートをとった
りするためのデバイスとして、Surfaceが注目さ
れている」と語る。タッチパネル装備のため、手
に持ったまま同シリーズのSurfaceペンで文字・
記号・図形を本物のペンにかなり近い感覚で手書
きすることができ、大学ノートやクリップボードと
同じように使えることが、教育現場で歓迎されて
いる理由の一つだ。

　職種別にみると、客先に赴くことが多い営業
職での利用が最も多い。オフィス外での働き方に
ついても高い生産性が求められている今は、単に
PCを外に持ち出せるというだけでは不十分。オ
フィスのデスクで作業するのと同レベルの能力が
求められている。
　実際、法人向けSurfaceの売れ筋は「プロセッ
サが第7世代のIntel Core i5、メモリが8GB、
ストレージが256GB」（辻本氏）というハイスペッ
クのもの。最新のSurfaceに内蔵されているスト
レージは、PCI Express直結のNVMe仕様なの
でハイバネーションやスリープの状態からも瞬時
に復帰でき、「5分の隙間時間で仕事をすることも
可能」だと辻本氏は説明する。
　そうしたハイスペック指向と並行して、Surface
を「標準機」の一つに位置づける動きも盛んだ。
標準機とは、企業による全社規模もしくは部門で
利用するPCとして、Surfaceを指定するという
もの。十分な処理能力をもち、多様な周辺機器
を利用することができ、最新Windowsの全機能
を使用できるSurfaceなら、従来のデスクトップ
PCや大型ノートPCと同等の使い方が可能。オ
フィスでも外出先でも、同じSurfaceを使っても
らう運用形態にすれば、デスクトップPC＋ノー
トPCの“2台持ち”よりも費用が圧縮でき、機
種選定から発注までの事務作業も大幅に削減でき
る。
　さらにSurface Pro LTE Advancedの登場に
よって、Surfaceはまさに「いつでも・どこでも」
使えるデバイスへと進化した。LTEサービスを提
供している通信事業者の通信カード（SIMカード）
を装着することで、公衆無線LANを使用するこ
となく、Surfaceをインターネットに接続できる。
SIMフリーデバイスであり、主要な通信事業者の
SIMカードは検証済み。業務ニーズに合った通信
サービスを選べることは大きな魅力だ。
　「多くの企業の年度末となるこの3月期では、

　働き方改革という言葉が定着し、いつでもどこ
でも働ける環境の整備と、社員の高いモチベー
ションや高い生産性を導き出す働き方の実現に向
けて、多くの企業が検討や実践を開始している。
マイクロソフトでは、企業の働き方改革を安心・
安全・効果的に実現するため、「モダンワークプ
レース統合ソリューション」として、「Microsoft 
365」と最新のデバイス「Surface」を提供し
てい る。Microsoft 365 は、「Office 365」
と「Windows 10」、そしてデバイス管理とセ
キュリティの「Microsoft Enterprise Mobility＋
Security（EMS）」を組み合わせた最新のクラウド
ソリューション。これに最新のデバイスを組み合
わせることで、働き方改革を強力に推進すること
が可能だ。
　「Surface は、設計段階からWindows や
Officeチームが携わりMicrosoft 365に最適

Surface Pro LTE Advancedは当社の想像をは
るかに超えた台数を販売できた。昨年12月に発
売して間もない製品でありながら、通信事業者や
パートナーとの強い協業体制と製品性能によって
快適なLTEモバイル環境を提供しており、お客
様に大変好評なこともあって、自信をもってお勧
めできる」（辻本氏）。
　外出先での使用にはセキュリティ面を万全にす
る必要があるが、Microsoft Enterprise Mobility
＋Security（EMS）や「Microsoft Intune」（ま
たはそれらを含むMicrosoft 365）と組み合わせ
て運用すれば、24時間365日のデバイス管理
をリモートで実施できる。「当社が提唱するモダ
ンワークプレースを実現するには、Surface、と
くにSurface Pro LTE AdvancedとMicrosoft 
365を組み合わせるのが一番の近道」と辻本氏。
Surface Pro LTE Advancedは、発売数か月で
多くの大規模導入、多数企業の導入につながって
いるという。

　このような特徴をもつSurfaceは、IT課題を
かかえている企業にとって、頼もしい即戦力だ。
　例えば、「『Windows 7』のサポート終了（EOS）」
への対応。Surfaceビジネス本部シニアビジネス
デベロップメントマネージャーの川喜田一広氏は、
「Windows 7からWindows 10への移行に合わ
せてPCやデバイスの買い替えを検討している企
業は多い。買い替えにあたって、Offi  ce 365や
Microsoft 365などのクラウドサービスを利用し
て働き方改革を目指すなら、Surfaceがぴったり
だ」と説明する。
　また、業務の目的に即した標準機として、各
種アプリケーションとSurfaceをセットにしたソ
リューションを提供しているパートナー企業も多
い。「高性能プロセッサを搭載したSurfaceは、
活用シーンを選ばない。パートナー企業が得意と
するアプリケーションと組み合わせて提供しやす
いとの声をいただいている」と川喜田氏は話す。
　さらに、クラウド化の進展にともなって、ITの
諸費用を一つにまとめて月額で支払いたいという
ニーズも高まっている。デバイスのオフバランス
化（資産の経費化）だけならリースやレンタルで
も可能だが、クラウドの利用料金と別々に支払手
続きをするのは手間がかかる――。そうした企業
が求めているのは、デバイス、ソフトウェア、サー
ビスのすべての費用が載った1本の請求書だ。
　支払いに関するこのようなニーズに応えようと、
Surfaceの代金をクラウドサービスの料金と合わ
せて月額で請求する“Surface as a Service”方
式を取り入れるパートナー企業も増えている。利
用企業にとっては、オフバランス化と事務効率
化をともに実現できることが大きな魅力。提供す
るパートナー企業にとっても、「Cloud Solution 
Provider（CSP）」の資格を取得していれば、自
社の独自サービスをOffi  ce 365やMicrosoft 
365と組み合わせて売り込めるという利点があ
る。

　Surfaceのもう一つの特徴は、エンドユーザー
が求めているものを理解し、それに応えるソリュー
ションをつくり出すコラボレーションの枠組みを完
備していることが挙げられる。
　「どのような課題で、どのようなお客様が
Surfaceを購入し、どのように使っているのか―
―。当社は、そうした“生の情報”を精緻に収集し、
真摯に向き合っている」（滝本氏）。
　こうして得られたナレッジを製品やサービスに
反映したり、独自商材と組み合わせたソリューショ
ンをマイクロソフトパートナー企業に開発してもら
うことによって、マイクロソフトはパートナー企業
とのエコシステムを強固にし、エンドユーザーのモ
ダンワークプレースの実現、そして働き方改革を
支援している。
　この枠組みで重要な役割を果たすのが、「マイク
ロソフト認定Surfaceリセラー（ADR）」だ。現在、
国内で活動しているADRはウチダスペクトラム、
MXモバイリング、大塚商会、キヤノンマーケティ
ングジャパン、ソフトバンク、日本ビジネスシステ
ムズ、日立システムズ、富士ソフト、リコージャパ
ンの9社。「それぞれに得意とする企業規模、業種・
業務、ソリューションがあるので、お客様は自社
のニーズに合ったパートナー（リセラー）を選んで
いただくことができる」と辻本氏は説明する。本紙
では、ADR各社の働き方改革を支援するソリュー
ションを紹介する。
　また、パートナーとのエコシステムで見逃せな
いのが「Device Value Added Reseller（D-VAR）」
と呼ばれるパートナー。「法人向け販売を主として
いる販売店やSIerであれば、『Microsoft Partner 
Network（MPN）』に加入してMPN IDを取得し、
D-VAR参加同意書にオンラインでサインアップす
るだけで申し込みができる」と川喜田氏。Surface
の仕入れは、マイクロソフト認定ディストリビュー
タとADRのどちらからも可能だ。約3000社あ
るD-VARによって、日本全国の広域な範囲のエ
ンドユーザーをカバーしている。今後もエンドユー
ザーの要望やパートナーの企業によって登録企業
が増えていくと予想されるが、「独自のクラウドソ
リューションをもつ企業に、ぜひ新しいタイプの
D-VARとして活動していただきたい」と、滝本氏
は語る。
　滝本氏のいう“新しいタイプのD-VAR”とは、
エンドユーザーと販売店の両面を備えたマイクロ
ソフトパートナー企業のこと。クラウドがITの主
要なプラットフォームになったことを受けて、自
社で開発した業務システムをクラウド上のマイク
ロサービスやAPIのかたちで外販する企業が急
速に増えている。そうした企業がD-VARとして
Surfaceベースのソリューションを提供すれば、
ビジネスの現場により大きな価値を届けることが
できるはず――。その実現に向けて、日本マイク
ロソフトは“新しいタイプのD-VAR”のリクルー
ティングと、パートナーとのさらなる協業を進め、
エンドユーザーの働き方改革の推進支援を図る。

化して開発した当社純正のデバイ
ス。SurfaceならMicrosoft 365
の価値を100％引き出すことがで
きる」と語るのは、業務執行役員
パートナー事業本部Surfaceビジ
ネス本部本部長の滝本啓介氏。例
えば、デバイスをクラウドから一括
でキッティングできる「Windows 
Autopilot」はMicrosoft 365の特
筆すべき機能だが、Surfaceは他
社に先駆けいち早く対応可能となっ
ている。また、「Skype for Business」や「Microsoft 
Teams」を使用することを前提に設計された高精
度のスピーカーとマイクを搭載しているため、複
数人が参加する会議においても、はっきりとした
音声でのコミュニケーションが可能だ。
　初代「Microsoft Surface Pro」の販売が国
内で始まってから、まもなく5年。2-in-1形態
のSurfaceは、日本のビジネス界においても見
慣れたデバイスとなった。15年にはキーボード

を備えた「Surface Book」、17年にはノート型
の「Surface Laptop」と、タッチ可能な28イン
チ液晶ディスプレイ一体型の「Surface Studio」、
直近では通信機能を搭載した「Surface Pro LTE 
Advanced」が登場。働き方の多様なニーズに合
わせて着 と々ラインアップを強化している。
　売れ行きも順調だ。「Microsoft 365やOffi  ce 
365などのクラウドサービスを利用してビジネス
の生産性を高めたり、働き方を改革したりするに
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マイクロソフトの英知を結集
クラウドに最適な理想的デバイス

高い性能と通信機能で早くも人気
Surface Pro LTE Advanced

サービスとして提供する
Surface as a Service

パートナー企業との協業で
ユーザーのニーズに応える

日本マイクロソフト
https://www.microsoft.com/ja-jp

Microsoft 365＋最新デバイス
働き方改革を牽引する

デバイスはSurfaceが選ばれる

（写真上）業務執行役員 パートナー事業本部 Surfaceビジネス本部 本部長 滝本啓介氏、（写真下、左から）Surfaceビジネス本部 ビジネス
デベロップメントマネージャー 辻本真幸氏、Surfaceビジネス本部 シニアビジネスデベロップメントマネージャー 川喜田一広氏

　“2-in-1”と呼ばれる新たな市場を生み出
した「Surface」シリーズだが、薄さや軽さ、
デザイン性の高さもさることながら、高
性能のデバイス仕様になっていることを
評価して、標準機に指定する企業が増え
ている。オフィスの外でもデスクトップ
PC同等の性能で使用できるSurfaceは、
モダンワークプレースを実現するデバイ
スとして、「Microsoft 365」をはじめとす
る同社のクラウドソリューションに最適
化されている。働き方改革を実現するた
めには何が必要なのか？　マイクロソフ
トが考える働き方改革と、それを実現す
るための最新ソリューションを、本号を
通じて紹介する。

モダンワークプレース統合ソリューション

Microsoft 365

+
最新のデバイス

Office 365  Enterprise Mobility
+ Security

 Windows 10

日本マイクロソフト
https://www.microsoft.com/ja-jp

働き方改革を牽引する



ウチダスペクトラム https://www.spectrum.co.jp/

　ソフトウェアライセンス販売を主力ビジネスとす
るウチダスペクトラム。同社が初めて扱ったハー
ドウェアが2013年9月に発売した「Surface 
RT/Pro」で、発売当初から販売している。
　ソフトウェアリセラーとして、当時からハード
ウェアの重要性を感じていたという。執行役員カ
スタマーサービスオフィス（CSO）担当兼イン
フォメーションソリューションオフィス（ISO）担
当の倉橋直樹氏は、「ソフトウェアのサブスクリプ
ションが市場の主流になると感じていた。サブス
クリプションはいわばサービス。サービスとデバ
イスのシナジーを意識していた」と話す。デバイ
スを選定している時に、折よくリリースされたのが
Surface RT/Proだ。「ライセンス大手のお客様と
の相性がよく、今後の引き合いも増えそう」と倉
橋氏はSurfaceに期待を寄せ、日本マイクロソフ
トと販売契約を結んだ。
　認定Surfaceリセラー、そしてライセンスソ
リューションパートナー（LSP）として、ライセン
ス提供も含めた提案を行う。Surfaceによって、「提
案の幅が広がった」（倉橋執行役員）といい、確
かな手ごたえを感じている。

　Surfaceビジネスにおける同社の強みは、ウチ
ダグループとのシナジー効果だ。例えば、ウチダ
エスコの保守運用サービスもその一つ。ウチダエ

スコは17年9月に、Surface認定サービスプロ
バイダー日本第1号契約を結んだ。修理対応で
は、従来のセンドバック方式（引取修理）に加
え、オンサイト方式（訪問修理）を提供できる。
Surfaceはパーツ交換ができないので、交換用の
Surfaceを配置したいというニーズがある。ウチ
ダエスコは全国に拠点を構えているため、そこに
交換用の機種を備えることができる。
　販売チャネル面でもグループシナジーが生きて
くる。ウチダスペクトラムは、エンタープライズ向
けに提供し、教育市場や公共市場では内田洋行を
通して積極的に販売している。また、主要株主で
あり、Surfaceのグローバルリセラーでもあるイン
サイト・エンタープライズとも協業。同社が日本
向けの納品を含む大型案件を獲得した時、日本市
場のブランチとしてウチダスペクトラムが納品し、
ウチダエスコがサポートを担当する。常務執行役
員アカウントマネージメントセールスグループ担
当兼ソリューショングループ担当の岡田恭介氏は、
「米国で働いている日本人スタッフ向けに、日本語
キーボードを提供することもある」といい、グロー
バルで対応できる点も強みといえる。

　今後はSurfaceを働き方改革の分野で押し
出していく。この分野では、内田洋行と連携
する。内田洋行は会議室空間のソリューショ
ンを紹介するショールーム「THE PLACE for 
ChangeWorking」を展開しており、フリーアドレ
ススタイルやオープンミーティングスペースなど

で、革新的なアイデア
や創造的なデザインを
生み出す「場」を提供し
ている。また、常設して
いる「Surface Hub」で、
リモートでダイナミック
な情報発信や魅力的で
生産的な会議やコラボ
レーションを体感でき
る。
　「Windows 10」は、新しい主要機能がリリース
されると、即座にアップデート／アップグレード
データをWindows Update経由で無償提供する。
今までのように3年ごとのバージョンアップでは
なく、1年に2～3回という短期間で定期的・継続
的に提供していく形になる。カスタマーサービスオ
フィスマーチャンダイジング＆オペレーションチー
ム （MOT）の土井みどり氏は、「管理方法がガラリ
と変わるため戸惑っているお客様が多い。これま
でシステムセンターや管理プラットフォームのマイ
グレーション、SIを行ってきたが、今後はマネー
ジドサービスとして提供していきたい」と語る。そ
の延長線上にクライアント端末としてSurfaceと
サービスを提供するモデルを検討していく。
　倉橋氏は、「今後、1社では対応できない話も出
てくるだろう。ライセンスもサブスクリプションへ
シフトしていく。ほかのサービスと組み合わせる必
要がある。それに向けて協業を強化していく」と
強調。岡田氏は「グループ会社とのサービスを厚
く、大きくしていくことで市場での存在感を高めて
いく。グループ全体でほぼすべての市場をカバー
できるということをメッセージとして大きく出して
いきたい」と力強く語った。

Azure
Active
Directory
Premium

Microsoft
Cloud App Security Microsoft Intune

Microsoft
Advanced Threat Analytics

Azure Information
Protection Premium

ハイブリッド環境でも
1つのIDに統合し、IDの
不正使用のリスクを軽減

エンタープライズグレードのセキュリティを
自社のクラウドおよびSaaSアプリに拡張

EMSによるデバイス・コンテンツ管理サービス

可視性と脅威分析により脅威を早期に検出

あらゆる場所でデータを保護
ユーザー、デバイス、
アプリを保護

01
Partner
Surface
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グループ会社とのシナジーを生かし
Sur faceソリューションを展開

執行役員
カスタマーサービスオフィス

（CSO）担当
兼 インフォメーションソ
リューションオフィス（ISO）

担当
倉橋直樹氏

カスタマーサービスオフィス 
マーチャンダイジング＆オペ
レーションチーム （MOT）

土井みどり氏

常務執行役員
アカウントマネージメント
セールスグループ担当

兼 ソリューショングループ
担当

岡田恭介氏

　日本で「Surface RT/Pro」の法人販売が始まった頃から認定Surfaceリセラーの
１社として名を連ねてきたウチダスペクトラム。長年にわたり培ったノウハウに加
え、グループ会社である内田洋行や保守サービスを手がけるウチダエスコと協業
し、それぞれの強みを組み合わせることでシナジーを生み出している。今後は働き
方改革の分野でさらにシナジーを強化していく方針だ。

教育市場からグローバルまで展開

初のハードウェアがSurface
提案の幅が広がる

グループ間連携を強みに
販路拡大やサポートを提供

コラボレーションショールームで
働き方改革支援を強化
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MXモバイリング https://www.mxmobiling.co.jp/

　MXモバイリングが働き方改革支援に取り組み
始めたのは4年前と、世の中に比べて早かった。
「Offi  ce 365」を活用したテレワークを訴求し、日
本マイクロソフトとの共同セミナーも数多く実施
してきた。さらに2016年末からは、社会保険労
務士とタッグを組んで、とくに中小企業向けに働
き方改革を訴求し、その実現のためにITデバイス
の活用を積極的にアピールしてきた。
　「以前は、働き方改革とセットで提案するデバイ
スの中心はスマートフォン（スマホ）だった。そ
れが当社の主要商材であるスマホの価値を最も訴
求できるポイントであったからだ。しかし、本格
的なテレワークの実現となると業務アプリとの連
携が不可欠になる。スマホやタブレット端末では
連携が不十分だったり、ユーザーインターフェー
スも異なるなど、課題も少なくなかった。それを
克服したのが、業務アプリやOffi  ce 365との親
和性が最も高い『Surface』だ」と、鈴木聡・法人
事業本部法人統括部販売推進部部長は振り返る。
　同社では、12年から取り扱いを開始し、歴代
のSurfaceを扱ってきたが、そのなかでも大きな
インパクトとなったのが、昨年12月に発売された
LTE対応の「Surface Pro LTE Advanced」だ。
　同社は、法人向けにSurfaceと外出先での高
速データ通信を可能にするWi-Fiルータを組み合
わせたセット販売を行っているが、LTE対応の
Surface Proが登場してからは、Surfaceの販売
が垂直立ち上げになっているという。

　「LTEモデルの発売を心待ちにしていたユー
ザーが多く、新規でSurfaceを購入するユーザー
のほとんどがLTEモデルを選択しており、今では
LTE比率が8割を占めている」と鈴木部長。
　Surface Pro LTE Advancedがこれだけユー
ザーに受け入れられた理由は、完全なSIMフリー
であるからだと指摘する。「Surface 3」でもLTE
対応モデルが用意されたが、対応するキャリアや
周波数帯の制限があった。
　「今回、完全なSIMフリーモデルとなったこと
で、マルチキャリア対応である当社の強みをフル
に生かせるようになった。当社なら、主要キャリ
アすべてが選択できるし、これまで携帯販売で培っ
てきたお得な通信料金プランなどの提案もできる。
また、キャリアサービスを熟知しているので、例
えば、どのエリアでの通信が強いのかといった、
VPNサービスなども含めてお客様に最適な提案
ができる」と鈴木部長は訴える。
　清水大輔・法人事業本部ソリューション推進室
マネージャーは、「Surfaceを選ぶユーザーは大手
企業から中小企業まで幅広く、業種的な偏りはな
い。職種では営業職のように社外に持ち出すPC
の代わりとしての活用が多いが、デスクトップと
モバイルPCを1台にまとめたいという需要も目
立っている」と語る。

　MXモバイリングでは、Surfaceシリーズをサー
ビスとして定額料金で提供する「Surface as a 
Service」に合わせ、このほど新たなソリューショ

ンとして「Surface Plus M 残価設定リースサー
ビス」を開始した。
　このサービスは、SurfaceとOffi  ce 365、保
守の3点を含む特別セット。
　リース期間で2年と3年プランを用意している
が、エントリーモデルなら月額3000円台からの
利用が可能だという。あわせて、標準保証（1年）
に1年延長保証をプラスしリース期間に合わせた
2年のオリジナル保守パックを提供する。
　また、オプションサービスも充実しており、
Surfaceを利用する際のセキュリティポリシーの
設定から、キッティングやアプリケーションの選
定もサポートする「スマートデバイス導入支援」
や「Offi  ce 365構築支援」を用意する。さらに、
FMC対応で各キャリアなどからの請求データを
一元管理し、通信費用の最適化を行う独自サービ
ス「通信費最適化支援」を提供。これにより携帯・
固定電話を含めた面倒な管理業務を効率化し、モ
バイル通信環境の見直しにも貢献できる。
　「Offi  ce 365構築支援はリースサービスの前か
ら提供しているが、すでに500社の導入実績が
ある。操作トレーニングも実施しているので、中
小企業の方々にもぜひ活用してほしい」と清水マ
ネージャーはアピールする。
　Surface Plus M 残価設定リースサービスの提
供を始めてから、さらにSurfaceに関する問い合
わせが増えているが、実際の商談段階では初期費
用と支払い総額とを考慮して、一括購入を選択す
るユーザーも多いという。
　「当社は、クライアントに関することならすべて
お任せくださいというスタンス。目標として、国内
販売されるSurface LTEモデルの半数を占めた
い」と鈴木部長は抱負を語る。

サポートサービス　OneStop で貴社のテレワークを実現

　クラウド設計/コンサル
ライセンス販売
導入支援

ネットワークコンサル
モバイル回線選定

キッティングサービス 業務支援ツール提供 運用ヘルプデスク
資産管理代行

セキュリティコンサル
資産管理ツール選定

必要な全ての手続き・設定は、当社がワンストップで対応します！
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待望のSur face LTE モデルが
働き方を変える

清水大輔
法人事業本部

ソリューション推進室
マネージャー

鈴木 聡
法人事業本部
法人統括部
販売推進部
部長

　丸紅グループの携帯電話販売代理店として、業界トップクラスの端末販売を手が
けるMXモバイリング。12月に販売開始した「Surface」のLTEモデルは「垂直立ち上げ
で、Surfaceの8割を占める」と絶好調だ。完全SIMフリーを生かすマルチキャリア対
応を強みとすることに加え、リースサービスなど、各種利用プランを提案している。「国
内販売されるSurface LTEモデルの半数を占めたい」と意気込む。

携帯販売で培ってきた、キャリアサービスを熟知する強み

LTEモデルの登場で
Surface販売が垂直立ち上げ

残価設定リースなど
充実したオプションを用意



大塚商会 https://www.otsuka-shokai.co.jp/ キヤノンマーケティングジャパン http://canon.jp/

photo by Koichi Katsuyama

　大手企業からSMBまでを担当する直販部門
と全国各地域のパートナーを持つキヤノンMJグ
ループは、マイクロソフト認定デバイスリセラー
としてSMB向けの「Surface」販売にとくに強み
をもつ。「当社のSurfaceソリューションユーザー
の多くは、社内にIT担当者を置いていない」と、
キヤノンMJの関係会社、キヤノンシステムアン
ドサポート（キヤノンS&S） ITソリューション推
進本部ITソリューション推進部基盤・クラウド
ソリューション推進課課長の石井雄太氏は語る。
そうしたSMBの顧客から働き方改革やモバイル
化の相談を受けると、自社のモバイル化の導入
スタイルを説明し、Surfaceを含めたモバイルソ
リューションを提案するようにしているという。
　また、地場に密着して営業活動を展開してい
ることもポイントだ。キヤノンMJ BtoBソリュー
ション企画本部ITプロダクト企画部情報通信プ
ロダクト企画課課長の熊谷健氏は、「当社のパー
トナー企業は全国に数千社。キヤノンS&Sの拠
点も全国約180か所にあり、全国どの地域でも
Surfaceソリューションを提供できる」と胸を張
る。

　さらに、キヤノンMJのSurfaceソリューション
はデバイスだけでなく、ソフトウェア、クラウド
サービス、構築・運用保守などのサービスを含
むものになっているのが特徴。社内にIT担当者
がいないSMBでも、手間をかけずに最新ITのも
たらす効果を享受できる。

　そのうちの一つが、中小オフィス向けIT支援
サービス「HOME」。同社のクラウドサービスと
「Offi  ce 365」、運用サービスを組み合わせて、
「ワークスタイルの変革」「業務の効率化」「リス
クマネジメント」「ITインフラ＆サポート」の4領
域をカバーする月額課金制のソリューションだ。
HOMEをSurfaceで利用すれば、時間と場所に
しばられない働き方が可能となる。その結果、従
業員の生産性が高まり、ワークライフバランスも
実現できる。
　Offi  ce 365については様々なライセンスが用
意されており、「ユーザーは初期費用と月額料金
で利用できる」と、キヤノンMJ マーケティング
統括部門セキュリティソリューション企画本部
HOME企画課課長の小林秀樹氏は説明する。
　HOMEのもう一つの魅力は、操作方法や疑問

点を電話・電子メールで
問い合わせることができる
ヘルプデスク「HOMEコ
ンタクトセンター」の存在
だ。「専任のIT担当者がい
ない企業の場合、導入後
の運用やサポートに困る
ことも多いはず。HOME
コンタクトセンターにご連
絡いただければ、Offi  ce 
365の設定も含めて、当
社の専門スタッフが質問
に答えたり、運用作業を
代行したりできる」と、キ
ヤノンMJ マーケティン
グ統括部門セキュリティ
ソリューション企画本部
HOME企画課チーフの川

井俊幸氏は紹介する。
　同社はほかにも、Surfaceを使った働き方改革
を支援するソリューションを多数用意している。
例えば、VPN環境で社外から社内にアクセスす
る際には電子証明書アプライアンス連携、クラ
ウドを利用する際はIDaaSソリューションを合わ
せて提案、また、出張先のホテルや自宅で“働き
過ぎてしまう”ことを防ぐにはクライアント運用
管理ソフトウェアでの利用端末の電源OFF/ON
時間を管理するソリューションを利用するといっ
た提案を行っている。
　日本企業の働き方をSurfaceソリューションで
変えていく――。この目標に向けて、キヤノン
MJは、ソリューション開発と普及・啓発活動を
さらに加速させていこうとしている。
　「当社のSurfaceビジネスは拡大を続けており、
これからもそれ以上の成長を続けていく」と、キ
ヤノンMJ BtoBソリューション企画本部ITプロ
ダクト企画部ソフトウェアソリューション企画
課の足立篤志氏。そのための方策の一つとして、
SMBの経営者やキーマンを対象にした働き方改
革セミナーに力を入れているという。
　このセミナーは、キヤノンS&Sでほぼ毎月1回
のペースで開催されている。また、オンラインセ
ミナーとしても働き方改革関連セミナーを開催
し、事前に申し込みさえしておけば、場所にしば
られることなく聴講できるという。
　キヤノンMJとキヤノンS&Sは、自社でも
Offi  ce 365を使って働き方改革を実践している。
それらの体験をもとにつくり上げられたソリュー
ションの提案は、多くのSMBに受け入れられて
いる。

17:00　日報作成
会社に戻り、持ち歩いていた
Surfaceで営業日報をささっと作成

緊急のプレゼン依頼。
スケジュールを確認し、調整

10:00　顧客訪問
アンケートアプリでお客様の
ニーズをヒアリング、即データ化

9:00　お客様情報確認
訪問前にカフェに入り、Surface
で営業履歴や最新情報を確認

14:00　最新情報確認
リアルタイムで内容が資料に　
反映されていることを確認

11:00　スケジュール調整

訪問前にカフェに入り、Surface
で営業履歴や最新情報を確認

時間と場所にしばられず生産性を最大限に高めるワークスタイルには、
Surface と キヤノンの中小オフィス向けIT支援サービス『HOME』などのクラウドサービスがオススメです。
社内業務はもちろん、お客様へのプレゼンや出先での日報入力までこなせます。

●
●

●

●

●

●

●

これからのワークスタイル
～ Surface と HOME で働き方を変える！～

オンライン
会議

メール チャット在籍
情報

情報
共有

文書
管理

タスク
管理

予定表
施設予約

15:00　プレゼン
Surfaceでプレゼンテーション
資料と映像効果でお客様も納得

 

12:30　コミュニケーション
社員とコミュニケーションで、製品
の機能バージョンアップ情報入手
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自社商材もOffi  ce 365も月額課金制
中小オフィス向けIT支援サービス「HOME」

　働き方改革の必要性は認識しているのだが、何から始めればよいかわからない──。
そうした悩みを抱える中堅・中小企業（SMB）に、キヤノンマーケティングジャパン（キ
ヤノンMJ）は「Surface」と自社商材を組み合わせた働き方改革のソリューションを積極
的に提案している。その中核に据えられているのが、ワークスタイル変革や業務効率化
を可能にする中小オフィス向けIT支援サービス「HOME」である。

専任IT担当者がいない中堅・中小企業でも、ITで働き方を改革できる

専任のIT担当者がいない企業への
Surfaceソリューション提供に強み

ワークスタイル変革を可能にする
HOMEを月額課金制で提供

（左から）足立篤志氏、熊谷 健氏、石井雄太氏、小林秀樹氏、川
井俊幸氏

　2017年、大塚商会は「Surface ADR 
Partner of the Year」という、全世界の
Surfaceリセラーで1社のみ選ばれる世界一の賞
を受賞した。日本のパートナーとしては初めての
ことになる。さらに日本では、同年「Microsoft 
Japan Partner of the Year」の「Windows and 
Devices Award」を受賞している。
　「Surfaceが日本に登場した時から販売に取り
組んできた。当時は2in1デバイスへの馴じみが
なく、当社の独自イベントで紹介するなど、プロ
モーションを行って市場を開拓した。そうした実
績が実り、世界一の賞を受賞できたのではないか」
と、高柳英和・マーケティング本部クラウドプロ
モーション課課長は話す。
　この歴史とともに、大塚商会では市場動向に合
わせたマーケティング戦略を実施してきた。発売
当時は、ちょうどタブレット端末を導入した企業
が、「タブレット端末だけでは仕事が完結しない」
と見直しを始めた時期。タブレット端末として
も、ノートPCとしても利用できるデバイスとし
てSurfaceをアピールし、販売を進めた。現在は、
「働き方改革を進める企業に最適なデバイスとし
てSurfaceをアピールしている」という。
　政府が企業に働き方改革の推進を訴えて以来、
多くの企業が実践に取り組んでいる。しかし、中
小企業では具体的に何をすればいいのかわからな
いという声がある。そこで大塚商会では、「働き
方改革を実践するために、どんなことをすればい
いのかを紹介する小冊子を作成。すぐ変化が見込
める方法としてデバイス改革をあげ、机上だけで
なく、会議室など社内での移動、さらに社外へ持
ち出せるデバイスとしてSurface導入を訴えてい
る」（高柳課長）のだ。
　さらに17年末からSurfaceにLTEモデルが
登場し、社外でもネットワークに接続できる環境
が整っていることが働き方改革を訴えるタイミン
グに合致。ユーザーの環境に合わせたラインアッ
プを提供している。
　また、大塚商会では「Surface Hub」も含
めたSurfaceシリーズをフルラインアップ

で提供している。Surface Hubはコスト削
減や働き方改革の実現を目指す企業に最適
で、「Offi  ce 365と組み合わせ、会議のやり
方自体を変えていくことを提案している。テ
レビ会議はテレビ会議システムを導入した会
議室でしか利用できないが、『Skype』を使え
ばもっと場所にとらわれずどこでも会議が行える。
大画面のSurface Hubをはじめ、会議改革を
含めた新しい働き方をアピールできることが
Surfaceシリーズをトータルで扱っている強みと
なる」と、後藤雅枝・マーケティング本部クラウ
ドプロモーション課主任は説明し、新しい働き方
への変革を呼びかけている。

　働き方改革における社内標準機としてSurface
を提案するとともに、「Microsoft 365」、 「Offi  ce 
365」も含めたモダンワークプレイスへの変化を
訴えていく。
　「Microsoft 365は、従来のOffi  ce アプリ
ケーションに加えて、『Microsoft Intune』による
セキュリティ対策、いつでもどこでもグループ
内コミュニケーションが実現できる『Microsoft 
Teams』、さらにIT管理者のためのツールまでが
網羅できている。多様な働き方が求められる現代
においては、お客様の様々な課題を解決するソ
リューションが必須となるが、多様なシナリオに
合致したサービスをオールインワンで提供できる
ことがMicrosoft 365の強み」だと、高柳課長は
指摘する。
　20年1月には、「Windows 7」 のサポートが
終了するが、『XP』の時のようなクライアント切り
替え提案だけにとどまらず、よりお客様の視点に
立った『働き方改革』という新しいシナリオを訴
求していきたい」（高柳課長）と、Microsoft 365
とセットでのソリューション提案を進める計画だ。
　また、新たにSurface本体でもサブスクリプ
ションサービスを開始する。「Offi  ce 365の販売
を開始した頃、サブスクリプション（期間契約）
という販売モデルには馴じみがなく、定着までに
は時間がかかった。しかし、『Windows 10』を含
む Microsoft 365 も登場している現在ではすっ

かり定着している。そ
のなかで、OS、ソフト
も日々進化されるのに
対し、ハードだけが従
来のままでよいのかと
訴えていくことを考え
ている」（高柳課長）と
いう。
　ソフトウェア同様
Surfaceも、サブスクリプションモデルで提供す
ることで、Windows 7端末の更新に際して、で
きるだけ初期費用の負担を下げ、コストの平準化
を求める企業が最初のターゲットになる。もちろ
ん同サービスは単なる月額Surfaceレンタルでは
なく、不具合発生時の問い合わせ窓口やデータ消
去サービスを標準で装備した、大塚商会ならでは
のオリジナルサービスとなっている。
　「『Surface』といえば『大塚商会』というキー
ワードをことあるごとに掲げていきたい。以前、
他メーカーのプロモーションで効果が上がった経
験がある。お客様目線での新しい取り組みを継続
的に訴求し、販売台数も世界一になれるよう目指
していきたい」と、山田大輔・マーケティング本
部クラウドプロモーション課課長代理は力を込め
る。
　なお大塚商会では期間限定キャンペーンとし
て、「Surface Pro」を導入する企業にはタイプカ
バーに企業名やロゴをプリントするサービスを特
別に無料で提供する。オリジナルタイプカバーを
無料で作成できるこのキャンペーンは、かなりの
反響があるという。『Surface』といえば『大塚商
会』を掲げ、様々なソリューションを展開する同
社に、働き方改革を相談してみてはどうだろうか。
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日本一の販売実績で世界一のAwardを受賞

山田大輔
マーケティング本部

クラウドプロモーション課
課長代理

後藤雅枝
マーケティング本部

クラウドプロモーション課
主任

高柳英和
マーケティング本部

クラウドプロモーション課
課長

　大塚商会は「Surface」が発売された2013年以降、市場動向に合わせた提案営業や販
売促進を行い、販売台数日本一を継続している。現在は働き方改革を実践する最初の
一歩として、デバイスをSurfaceにかえる提案に取り組み、さらにいつでもどこでも働け
る環境の実現のためにクラウドソリューションを組み合わせ、お客様の「なりたい姿」を
一緒に考え、かなえるための提案を行っている。

「Surface」といえば「大塚商会」、認知定着を狙う

時流に合わせた
提案・販促を実施

Microsoft 365とともに、ハードも
サブスクリプションモデルを導入



日立システムズ https://www.hitachi-systems.com/

　日立システムズは、マイクロソフトの認定
Surfaceリセラーとして精力的な活動を続けてい
る。「金融機関や官公庁などの大口のお客様に、
『Surface』と当社のサービス・ソリューションを
組み合わせてワンストップで提供している」と説
明するのは、コンタクトセンタ＆ビジネスサービ
ス事業部技師の大橋忠寛氏。同社は日立グループ
へのSurface提供も担っている。「日立グループ
ではSurfaceを働き方改革の目的で導入すること
が多い。自社導入の実績から大規模なお客様に対
しても当社のソリューションと合わせて自信をもっ
て提供できる」と話す。
　同社のSurfaceビジネスは、2012年にスター
トした「スマートデバイストータルマネージドサー
ビス」の一つに位置づけられている。最大の特徴
は、Surfaceなどのスマートデバイスについて、
企画、設計、導入、運用、廃棄という全ライフサ
イクルをカバーしていること。ネットワークセキュ
リティサービス事業部の向山友也氏は、「もともと
は、タブレット端末を持ち歩いて仕事をする人が
増えると想定して企画した、回線から保守運用ま
でを含むトータルなソリューションだった。その後、
働き方改革への注目が高まった結果、このサービ
スにも強い追い風が吹いている」と語る。

　数あるSurfaceソリューションのうち、日

立システムズが今とくに力を入れているのは、
「Surface Pro LTE対応モデル」と「予備機保守
運用サービス」の二つ。
　Surface Pro LTE対応モデルは、法人向け
Surface の主力機となる「Surface Pro LTE 
Advanced」にSIMカードとモバイルデバイス管
理（MDM）ツールを組み合わせた商品である。
　「マイクロソフトからはSurface Pro LTE 
AdvancedがSIMカードなしの状態で出荷される
ので、当社が仮想移動体通信事業者（MVNO）と
して提供するSIMカードとセットで提供している」
と向山氏。Surface Pro LTE Advancedの動作
検証が済んでいるため、インターネットに確実に
接続できるだけでなく、MVNOのSIMカードであ
ることから業務での使い方に応じて通信容量を柔
軟に設定できるという利点もある。
　もう一つの魅力は、導入時の初期費用を大幅
に軽減できるレンタル制の存在だ。この制度を
利用すれば、ハード・ソフトの代金を月額の費用
として支払うオフバランス化（資産の経費化）が
可能になる。日立システムズは「Cloud Solution 
Provider（CSP）」の資格も取得しており、
「Microsoft 365」や「Offi  ce 365」、「Microsoft 
Azure」などのクラウドサービスの利用料金も
ハード・ソフトのレンタル料金と一本化できる。
　また、故障や盗難・紛失に備えた保守運用サー
ビスとして提供されているのが、予備機保守運用
サービスだ。このサービスは、スマートデバイス
トータルマネージドサービス内の「マルチベンダー
ワンストップ保守サービス」と「ロジスティクスサ
ポートサービス」を組み合わせたもの。産業・流

通フィールドサービス事
業グループの松島実紀氏
は、「お客様のニーズにも
よるが、24時間365日
体制で予備機運用のすべ
ての業務を一括して代行
できる」と話す。
　予備機は事前にキッ
ティングしたうえで、日立
システムズがセキュアに
保管。顧客から求めがあ
ると、最寄りの拠点（全国

約300か所）からエン
ジニアがオンサイトし、
予備機交換、設定回復
などを行い、故障機を
持ち帰る仕組みだ。「一
般的なセンドバック方
式では代替機が到着
するまで、日単位で使
えなくなってしまうが、
当社の予備機保守運用
サービスなら、その“空白時間”を最小限にできる」
と松島氏は説明する。さらに、故障の場合は修理
の手配、盗難・紛失の場合はデータの遠隔消去や
遠隔ロックほか、ライフサイクルにわたる関連作
業も引き受けているという。
　日立システムズは、すでにSurface Pro LTE
対応モデルの注文を受け付けている。大橋氏は、
「当社のSurfaceビジネスのこれまでのCAGR（年
平均成長率）は例年20％前後。『Windows 7』か
ら『Windows 10』への移行需要が高まる今年は、
保守運用やソリューションとの組み合わせで30％
以上を狙う」と意気込みを語る。
　18年4月から7月の4か月間は“無料トライ
アル強化キャンペーン”を実施している。この期
間中にSurfaceとSIMカードを合わせて購入す
れば、通常はセットに含まれないインフォテリア
のモバイルコンテンツ管理システム「Handbook」
を60日間無料で試用できるほか、アイキューブド
システムズのMDMツール「CLOMO MDM」の
無料トライアル期間も通常の倍の60日となるた
め、「ぜひこの機会を活用いただきたい」と向山氏
は呼びかける。

スマートデバイス
ライフサイクル

インフラ構築・提供
・既存ネットワーク見直し
・ネットワーク・VPN構築

導入コンサルティング
（システムコンサル）
・セキュリティポリシー策定
・運用ポリシー策定

※1 Mobile Device Management　※2 Bring Your Own Device

アプリケーション・
プライベートクラウド
・基盤提供
・アプリケーション開発

運用・保守
・ヘルプデスク
・機器保守
・廃棄業者仲介サービス

企画

設計

導入

運用廃棄

導入・キッティング
・デバイス調達
・キッティングサービス

セキュリティ
・MDM ※1
・ウイルス対策
・BYOD ※2

スマートデバイストータルマネージドサービス
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日立グループを支える安心感で
働き方改革とSur faceの導入をサポート

ネットワークセキュリティ
サービス事業部

ネットワークセキュリティ
オペレーション本部
第二部 第一グループ

向山友也氏

産業・流通フィールドサービス
事業グループ

産業・流通プラットフォーム
事業部

第一サービス本部 
第二サービス部 第二グループ

松島実紀氏

コンタクトセンタ＆ビジネス
サービス事業部

BPOシステム構築本部
BPOビジネス推進部
ビジネスパートナー

アライアンス推進グループ
技師

大橋忠寛氏氏

　日立システムズは、「Surface」を保守運用・回線・自社ソリューションと組み合わ
せて企業や官公庁に納めている。働き方改革に取り組む顧客向けのメイン商材は、
自社提供のSIMカードとMDMツールをセットにした「Surface Pro LTE対応モデル」と、
故障や紛失・盗難に対応する「予備機保守運用サービス」の二つ。デバイス販売だ
けにとどまらない総合的なサービスによって、対前年比130％以上の成長を目指す。

全ライフサイクルをカバーするトータルサービスを提供

働き方改革で
総合サービスに追い風

SIMカードや保守運用とのセット
提供で売り上げ拡大を目指す

日本ビジネスシステムズ https://www.jbs.co.jp/

　JBSは1990年の設立以降、独立系のシステ
ムインテグレータとして、エンタープライズ分野
を中心にインフラ構築からシステム開発、保守運
用まで、トータルでサービスを提供してきている。
Customer Firstの取り組みが顧客の支持を得
て、事業は順調に拡大。現在では、グループで
2183名の社員を抱える企業規模となっている。
　顧客に最適な製品やサービスを提供するとい
う方針のもと、パートナーシップ関係を深めて
きたのがマイクロソフトだ。JBSは「Microsoft 
Goldコンピテンシーパートナー」や「マイクロ
ソフト認定ライセンシング・ソリューション・
パートナー（LSP）」の各資格を保有しており、
「Microsoft Partner of the Year」を13年から
5年連続で獲得している。マイクロソフトの製品
やサービスについて、事業企画本部パートナー
アライアンス部担当部長の下元礼子氏は、「当社
は顧客のビジネスにおける背景を理解し、顧客
ニーズに最適なソリューションを提供している。
マイクロソフト製品は、サービスが多岐に渡って
いるが、シンプルなIDマネジメントを軸として
いる。そのため多くの製品やサービスを組み合わ
せたうえでセキュリティを担保した提案がしやす
い」と評価。マイクロソフトの製品やサービスは、
Customer Firstを掲げるJBSの方針にマッチし

ているという。
　また、ホログラフィックコンピュータとヘッド
マウントディスプレイを組み合わせた「Microsoft 
HoloLens」の国内最初のリセラーになるなど、
最新のテクノロジーにも積極的に取り組んでい
る。「こうした製品の提供に加え、システム開発
に対応するなど、トータルのサポート力が当社の
強みとなっている」と、営業本部金融営業部営業
2課の大橋美紀氏はJBSの特徴を説明する。

　JBSは、新たな製品やサービスをまず自社で導
入し、評価してから顧客に提案するReal Show 
Caseと称する取り組みを進めている。なかでも
ノートPCは現場のユーザーに最も近いうえ、多
様なビジネスシーンで活用されるため、現場の生
産性を大きく左右する。カタログのスペックは重
要な情報だが、生の声は提案に厚みをもたらす。
　この方針のもと、JBS社内で高い評価を得て、
標準機として導入したのが「Surface Pro」と
「Surface Book」だ。営業部門に加え、コンサル
ティング部門や開発部門に導入し、その数は約
600台になる。
　Surfaceの魅力について、大橋氏は「スタイ
リッシュで、持つことでモチベーションが上がる。
軽くて持ち運びやすい。また、顔認証でログオン
できるため社外での作業時も安心で、客先では

すぐに商談に入ることができる」と実
感している。生産性向上には業務効率
に加えて社員のモチベーションが大き
く関わることを重々理解し実践してい
る同社は、社員が生き生きと働ける環
境の提供に熱心だ。

　働き方改革を実践するうえではク
ラウドの効率的な活用がカギとなる。
JBSでは自社での実践経験、エンター
プライズ顧客での豊富な実績、そし
てマイクロソフトとの強いパートナー
シップを背景に、マイクロソフトのク

ラウドソリューションを検討段階から導入後の利
活用までワンストップで提供している。その一
つが、「フルマネージドサービス for Microsoft 
365 Enterprise」。Office 365/Enterprise 
Mobility + Security / Windows 10 / ノート
PCをセットでJBSがフルマネージする月額環
境提供サービスである。「お客様に短期間でお手
軽にモダンワークプレース環境を導入していた
だくためのサービス。働き方改革の実践を強力
にサポートしている」と、事業企画本部パート
ナーアライアンス部パートナーリレーション課主
任の赤嶺未央氏は説明する。ほかにもJBSは、
PCの導入から廃棄までをワンストップで提供す
る「PCライフサイクルサービス」、「Windows 
7」のサポート終了について初期の相談から対応
する「Ambient Offi  ce Windows 10アドバイザ
リーソリューション」といったサービスにおいて
Surfaceを提供。また、「クラウドサービスとの
親和性の高さやセキュリティ対策、使用感などを
考慮すると、一番マッチしているのがSurface。
役員クラスでの導入に加え、標準機としての導
入も増えている」（赤嶺氏）。
　Surfaceは、現場の生産性向上にもしっかり
と貢献する。下元氏は、「カメラの性能が高く、
外出先でもスムーズにビデオ会議ができる」と話
す。赤嶺氏のおススメはタッチペン。メモを取っ
たり、画面操作で使用したりするなど、生産性向
上に貢献している。Surfaceの提案にも、実際使っ
てみてわかった苦労や喜びを生かすJBS。自社
の強みを生かしたサービスにSurfaceとクラウ
ドを盛り込み、日本企業に最適なワークスタイル
を提案していく考えだ。
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　Customer Firstを掲げ、顧客に寄り添い、顧客と同じ目線で最適なシステムを
提供している日本ビジネスシステムズ（JBS）。取り扱う製品やサービスは、Real 
Show Caseと称する、まず自社で活用し、性能や使い勝手などを評価する取り組み
を通じて培った説得力のある提案内容で、顧客からの信頼を獲得している。そんな
同社がいま最もおススメしているノートPCが「Surface」である。

マイクロソフトのサービスが
Customer Firstにマッチ

働き方改革を実践
Surfaceを標準機導入

フルマネージドサービスで
働き方改革を強力にサポート
働く人に最も近いPCが現場の生産性を左右する

Surfaceとクラウドを
月額課金モデルで提供

(左から)下元礼子氏､ 赤嶺未央氏､ 大橋美紀氏



リコージャパン https://www.ricoh.co.jp/

　「リコー Microsoft 365 支援センター」は、ク
ラウド基盤の構築を目指す中堅・中小企業に、

「Microsoft 365」の各種設定や機能追加をセン
ター側からリモートでサポートする。加えて、全
国 422 のサービスステーションを活用したオンサ
イトサービスを組み合わせたサービスを提供。専
任の管理者がいない中堅・中小企業でも安心して
クラウド環境に移行し、クラウドとモバイルを活
用した働き方改革が実現できるようにする。
　「Microsoft 365を容易に導入できるようパッ
ケージ化し、導入を支援するインテグレーション
センターも全国 7か所に設置している。これによ
りお客様の規模や環境に合わせた最適な提案とと
もに、クラウド基盤の導入・構築から活用促進、
管理、運用支援までをワンストップで提供できる」
とICT 事業本部商品企画本部オフィスソリュー
ション企画室働き方改革グループリーダーの室岡
友紀氏は語る。
　実際、同社のサポート体制は、J.D. パワーの日
本 ITソリューションプロバイダー顧客満足度調査
で、3 年連続お客様満足度 No.1（15〜17 年）を
獲得するなど高い評価を受けている。20年度には
国内市場でマイクロソフト製品関連のビジネスを
現在の倍以上となる365 億円に拡大する計画だ。 
　Microsoft 365 の利用でリコージャパンが強
く推奨するのが「Surface」だ。設計段階から
Microsoft 365に最適化されたデバイスのため、

「Microsoft 365 の価値を100％引き出せること
に加えて、OS、ソフト／ハードまでの統合的なサ
ポートが得られるなど、他社のデバイスに比べて

メリットが大きい」という。

　リコージャパンが展開するMicrosoft 365ビジ
ネスの大きな強みが、自らの働き方変革で得た実
践ノウハウを、ユーザー向けソリューションとして
開発、提供している点にある。「私たち自身がさま
ざまな成功や失敗を経験するなかで得たノウハウ
を、お客様の課題解決に役立てていただいている。
それだけに説得力が違う」と室岡氏。
　リコーグループは社内のコミュニケーション基
盤を「Office 365」に刷新すると決定し、全世界
のグループ社員10万人を対象に導入を開始。ク
ラウド・モバイルの活用を進めて、働き方変革を
加速している。リコージャパンでは、働き方改革
をテレワーク（場所にとらわれない働き方の実現）、
長時間労働の是正、会議変革（ワークスタイルの
変革）、業務効率の向上という四つの視点から、
ユーザーの環境や要望に応じた新しい働き方の実
現を支援するための取り組みを進めている。なか
でも、とくに力を入れるのがテレワークである。
　テレワークは11年から推進しているが、17 年
に以前のノートPC（業務用）とiPad（提案活動
用）の2台持ちを、 「Windows 10」を搭載した
2in 1デバイスとした。加えて、Office 365 およ
び「Microsoft Teams」を活用することで、移動
中や会議中、相手が電話に出られない状況でも気
にせずにコミュニケーションをとり、容易にファイ
ル共有ができるようになった。「メール数は半分に
なり、働き方改革グループ内での会議などの時間
は週あたり17.6 時間も削減した」と働き方改革グ
ループの関場黄菜氏。関場氏は育児で時短勤務を

選択していたが、在宅勤務の利用が可能となり、
Office 365 の活用で通勤時間が不要になったこ
とから、フルタイム勤務に復帰した。
　物理的な距離を感じることなく密にコミュニ
ケーションできる点も大きなメリット。「複数の支
社で開催するイベントでは、Surface のカメラで
撮影した画像を通じて状況をリアルタイムに把握
し、関連資料を共有できるので、急な変更にもそ
の場で対応できる」と同グループの藤村美波氏は
話す。また、リコージャパンはペーパーレス化と
オフィスのフリーアドレスも推進するが、Surface
は、業務系アプリなども制約なく利用できるなど、
1台で完結できる点がメリットという。
　「お客様が本当に知りたがるのは失敗談。われ
われは実務で使用しているからこそわかる気づき、
躓きやすい点を含めユーザーの立場で提案でき
る」と同グループの須永堅一氏。
　リコージャパンではテレワークの導入・推進を
するにあたって必要なITツールが一式揃った「テ
レワークまるごとパック」を提供しており、その
中核を担うデバイスの１つにSurfaceがある。ま
た、PCを一括導入する際のコストを削減し、よ
り導入を容易にできるよう法人向けパソコンレン
タルサービス「ぱそこん一新」も合わせて提供し
ている。もちろん Surface が選択可能だ。
　「ぱそこん一新なら資産計上せず賃貸借処理（オ
フバランス）でき、固定費も平準化できる。また、
導入時の設定、保守サービスもついているので安
心して利用できる。テレワークまるごとパックや
ぱそこん一新など、当社のサービスをお客様の働
き方改革の実現に向けて是非活用して欲しい」と
室岡氏はアピールする。
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オンサイトサービスセンターサービス

全国7拠点のインテグレーションセンター

オンサイトサービス

・高度な導入などオンサイトで支援

・お客様へ直接訪問してサポート対応
・24時間365日対応（オプション）

東北/関東/首都圏/中部/関西/中国/九州拠点
センター

422
拠点

7

センター&オンサイトによる安心のサポート

連携

お客様

お問い
合わせ 対応

相談

提案

導入
お問い
合わせ

ヘルプ
デスク

運用
代行

●

●

●

●
●

●●

● ●
●

●
●

●
●●
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●

●
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グループ10万人が取り組む
社内実践事例を外販モデル化

ICT事業本部商品企画本部オフィスソリューション企画室働き方
改革グループ（左から）関場黄菜氏、寺地克己氏、リーダー 室岡
友紀氏、須永堅一氏、藤村美波氏

　中堅・中小企業の働き方改革を支援するため、リコージャパンは「Microsoft 365 
Business」を核に、クラウドサービス基盤の導入・構築から、活用・運用支援する取り
組みを日本マイクロソフトと共同で展開している。その一環として2017年12月に「リコー 
Microsoft 365 支援センター」を設立、さらにMicrosoft 365に最適なデバイスである

「Surface」をリコージャパンのマネージドサービスと組み合わせて提供していく。

Microsoft 365の利用に最適なSurfaceをサービス化

Microsoft 365の価値を
100％引き出せるSurface 社内実践で得たノウハウは

説得力が違う

富士ソフト https://www.fsi.co.jp/

　1月23日、富士ソフトは日本マイクロソフト
と連携し、「富士ソフト Windows 10 ／ Office 
365 移行支援センター」を開設した。
　2020 年の「Windows 7」と「Office 2010」
のサポート終了（EOS）に向け、富士ソフトが蓄
積してきた様々な業種業態のシステム案件などの
広範囲にわたる知識と経験を生かし、移行や導入
のための必要事項、検討のポイントといった情報
を無償で提供する。移行や導入に関する様々な
サービスメニューを準備し、ユーザーの課題に対
して最適な解決策を提案。今回のEOSを機会に、
IT 環境の最適化や最新化を検討するユーザーに
は、PC の置き換えや OS の移行、Office アプリ
の移行に限らず、「Microsoft 365」の導入／活
用を支援していく。
　「『Windows XP』の際にも移行支援を行ったが、
当時は守りの移行でサポートが切れるからデバイ
スを入れ替えるだけだった。しかし、今回の移行
ではIT 全体の最適化、働き方改革につながる移
行を呼びかけていく」と高野祐一・MS 事業部ア
ライアンス推進室室長は語る。
　デバイスの入れ替えの際、好調な売れ行きをみ
せているのが「Surface」だ。石田将・営業本部
クラウド＆ソリューション事業部 MS 営業部部長
は、「当社はお客様に使ってもらうため、業務解決
となる提案を行っていく点が他社とは異なる強み」
とアピールする。
　Surfaceの販売が好調な理由について、「タブ
レット端末で業務を行うという流れで導入したも
のの、メールを読んで返信はできるが、『Excel』
や『PowerPoint』の修正がうまくできない。その
結果、タブレット端末とノートPCの2台が必要

となり、困っているというお客様が多い。それが
Surfaceだと1台で済ますことが可能となる。とく
に経営層からSurfaceの評価が高い」と、廣瀬晃・
営業本部クラウド＆ソリューション事業部MS営
業部課長は分析する。営業職のスタッフが、出先
や移動中にメールの返信やプレゼンテーション資
料などを修正するといった作業ができるようになり、
無駄のない時間活用が実現する。まさに働き方改
革につながるものだ。
　「Surface Hub」の販売も同様で、「Skype for 
Business」を活用したテレビ会議やホワイトボー
ドなどのアプリケーションを使った会議を行うこ
とで、「資料を共有しながら複数拠点間でディス
カッションができる。出張中のスタッフがいても
スムーズに会議ができ、これも働き方改革につな
がる」（石田部長）。

　業務改善につながる提案は、Windows XP 搭
載機の入れ替えの際にも行っていた。「Windows 
XPを利用しているユーザーのなかには、ダウン
グレード権を行使して、Windows 7 搭載デバイ
スを購入していたにもかかわらず、XPを利用して
いるケースも多かった。そこで買い替えではなく、
眠っている資産を生かして Windows 7 へと移行
することを進めたが、その際に自社で開発した移
行支援ツール『らくらくアップグレード』を利用し
て、短時間に移行を実現した経験がある」（石田
部長）という。
　そこで、Windows 10 への移行にあたっても、

「らくらくアップグレード for Windows」を自社で
開発し、スムーズな移行を支援する環境を整えた。
自社で開発したツールを使うことで、ユーザーの
負担を少なくし、短期間で移行ができる。自社開

発のツールの提供は、
他の Surface 販売企
業との大きな差異化ポ
イントになっている。
　ただし、同じ移行支
援といっても、XP の
時と今回ではユーザー
側の悩みが大きく異
なっているという。
　「XP の時は、クライ
アント／サーバーを置き換えるために互換性は大
丈夫なのかといった点が、移行の課題となってい
た。しかし、Windows 10 への移行にあたって大
きな課題となるのが運用。半年に一度アップデー
トを行うWindows 10を導入し、どう運用を行っ
ていくのか、悩んでいるユーザーが多い」と石田
部長。また、最近ではユーザーから求められる要
求のレベルもあがっており、「かつては利便性とセ
キュリティはトレードオフな関係といわれていた。
しかし、最近では両方を実現することが必要にな
る」と高野室長は話す。
　その際、強い武器となるのがMicrosoft 365だ。
Microsoft 365では、セキュリティ、運用などの
企業に必要なサービスがトータルにまとめられて
いる。これにより、クラウドベースの最新ソリュー
ションの利用が容易になる。
　さらに、富士ソフトでは自社でも働き方改革を実
践。社外での業務を行う際にどんな問題が出てく
るのかといったことを自社で体感したうえで、ユー
ザーからあがってくる課題解決に取り組んでいる。
　「運用における課題は、一つの答えで解決でき
るものではない」（石田部長）と、ユーザーに向き
合いながら課題解決に取り組んでいく。
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石田 将
営業本部

クラウド＆ソリューション
事業部

MS営業部
部長

廣瀬 晃
営業本部

クラウド＆ソリューション
事業部

MS営業部
課長

高野祐一
MS事業部

アライアンス推進室
室長

　富士ソフトは、日本マイクロソフトと連携した「Microsoft 365」への移行支援
センターを開設し、移行支援を容易に行うツールなどを提供している。顧客と向
き合って懇切丁寧に業務課題の解決につながる提案を行うことや、顧客ニーズ
に寄り添った自社開発ツールの提供が他社とは異なる独自性となっている。富士
ソフトの業務解決を実現していく提案とはどんなものなのか。

マイクロソフトと連携し
移行支援センター開設

運用の課題解決につながる
Microsoft 365

業務課題を解決する提案で差別化

STEP1

移行の悩みを解決したい
相談

お問合せ窓口が様々なご相談に
お応えいたします

体感

セミナーで実機をお使い頂くこと
で、機能や利点がわかります

STEP2

試しに使ってみたい
移行検証

お使いのPCをWindows 10へ移
行することができます

実機検証

レンタルしたSurfaceでMicrosoft 
365を使うことができます

STEP3

社内展開したい
移行・導入

Windows 10への移行や、
Office 365の導入をご支援します

全体最適化

Microsoft  365の導入で、お持ちの
製品やライセンスを最適化します

Sur faceと移行支援センターで
クラウドシフトを推進



Surface Pro

¥93,800 ～（税抜参考価格※）

¥135,800 ～（税抜参考価格※）

¥372,800 ～（税抜参考価格※）

・薄さ8.45mm、軽さ約770g（本体のみ）の薄型軽量（※1）
・最新の第7世代インテル®Core™プロセッサ搭載
・最大約13.5時間の長時間バッテリー

・Windows 10 Pro 搭載のクラムシェル型ノートPC
・エレガントなAlcantara® 素材を使用したキーボード
・最大約14.5 時間の長時間バッテリー

バーガンディ
コバルトブルー

プラチナ

効果的にタイプ入力ができる、バックライト搭載のキーボード

4.096段階の筆圧感知と、傾き検知機能搭載でより使いやすく

自然な動作でメニューを選べる新ツール

※これらの仕様に関しては、条件等詳細を法人向けSurface詳細サイト（下記）に記載しております。ご確認ください。
※価格は全て2018年 5月時点の税抜参考価格です。実際の販売価格はSurfaceパートナー各社にお問い合わせください

法人向け Surface 詳細：https://aka.ms/surface_bcn
簡単概算見積：https://aka.ms/surface_simulator_bcn
認定 Surfaceリセラー：https://aka.ms/surface_adr_bcn

・角度調整できる28インチの大型PixelSense™ディスプレイ搭載
・第6世代インテル®Core™プロセッサとNVIDIA®GeForce®GPU搭載
・専用アクセサリSurfaceペン、Surfaceキーボード、Surfaceマウス同梱

・最大450Mbps（理論値）の通信速度
・薄さ8.45mm、軽さ812g（本体のみ）の薄型軽量
・専用アクセサリSurfaceペンは4.096段階の筆圧感知と傾き感知

✽モデルによってお選びいただけない色もございます
✽Windows 10 Proモデルのみ記載しています

✽Surface Dial は別売りです

※ 1：Core™i5モデルは第7世代インテル® Core™プロセッサ搭載となります
※ 2：Core™i5モデルは非搭載です

※ 1：Core™i5モデルの場合

［対象機種］Surface Pro/Surface Pro LTE Advanced

✽Surface Pro（LTE含む）、Surface Book 2、Surface Studio では、オンスクリーンで利用可能です。

✽Surfaceペン、Surface Dial 別売りです

✽タイプカバー（キーボード）は別売りです。4色からお選びいただけます。✽タイプカバー（キーボード）は別売りです。4色からお選びいただけます。

¥129,800 ～（税抜参考価格※）

モビリティとパフォーマンス、フレキシブルに働くすべての方に

高いデザイン性とパフォーマンス、美しさと効率性を追求する方に

高解像度の大画面でクリエイティビティを最大限に高めたい方に

Surface を最大限に活用するためのアクセサリ

Surface Proタイプカバー

Surface ペン

Surface Dial

本格的クリエイティブソフトもスムーズ・スマートにこなしたい方に

少しのスキマ時間も無駄にしない、オフィス外で働く機会が多い方に
Surface Pro LTE Advanced

Surface 製品ラインアップ
目指す働き方を実現する一台が、きっとみつかる

CPU

第7世代  Intel®
Core™  m３
（Intel®  HD  
Graphics）

第7世代  Intel® Core™ i5
（Intel®  HD  Graphics）

第7世代  Intel®Core™  i7
（Intel® lris™ Plus  Graphics）

メモリ ※ 4GB 8GB 8GB 8GB 16GB 16GB

記憶容量（SSD） ※ 128GB 128GB 256GB 256GB 512GB 1TB

通信形式 ※ Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi

重さ 約768ｇ 約770ｇ 約784g

外形寸法 約292.10mm×201.42mm×8.50mm

外部GPU ―

バッテリー 最大約13.5時間の動画再生が可能 ※

ディスプレイ
12.3インチ/PixelSense™ディスプレイ/2,736×1,824（267PPI）/色空間：sRGB、Enhanced
10点マルチタッチ/Surface ペン対応（4,096段階筆圧検知、傾き検知）/Surface Dialオンススクリーン対応™

CPU
第7世代  Intel®Core™ i5
（Intel®  HD  Graphics）

メモリ ※ 4GB 8GB

記憶容量（SSD） ※ 128GB 256GB

通信形式 ※ Wi-Fi/LTE

重さ 約812g

外形寸法 約292.10mm×201.42mm×8.50mm

外部GPU ―

バッテリー 最大約12.5時間の動画再生が可能 ※

ディスプレイ
12.3インチ/PixelSense™ディスプレイ/2,736×1,824（267PPI）/色空間：sRGB、Enhanced
10点マルチタッチ/Surface ペン対応（4,096段階筆圧検知、傾き検知）/Surface Dialオンススクリーン対応™

Surface Book 2

¥171,800 ～（税抜参考価格※）

・最新の第8世代インテル ®Core™プロセッサ搭載（※1）
・NVIDIA®GeForce®GTX1050（※ 2）/1060搭載
・最大約17時間の長時間バッテリー

CPU

第 7世代  
Intel® Core™ i5
（Intel®  HD  
Graphics）

第 8世代  Intel®Core™  i7
（Intel® UHD  Graphics）

メモリ ※ 8GB 8GB 16GB 16GB 16GB 16GB 16GB

記憶容量（SSD） ※ 256GB 256GB 512GB 1TB 256GB 512GB 1TB

通信形式 ※ Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi

重さ 約1,534g 約1,642g 約1,905g

外形寸法 約312.00mm×232.00mm×23.00mm  約 343.00mm x 251.00mm x 23.00mm

外部 GPU 非搭載 NVIDIA®GeForce®GTX1050（2GB GDDR5） NVIDIA®GeForce®GTX1060 （6GB GDDR5）

バッテリー 最大約17時間の動画再生が可能 ※

ディスプレイ
13. 5インチ/PixelSense™ディスプレイ/3,000×2,000（267PPI）/
色空間：sRGB 100%/10点マルチタッチ/Surface ペン対応（4,096
段階筆圧検知、傾き検知）/Surface Dial オンスクリーン対応

15インチ/PixelSense™ディスプレイ/3,240×
2,160（260PPI）/色空間：sRGB 100%/10点マルチ
タッチ/Surface ペン対応（4,096段階筆圧検知、
傾き検知）/Surface Dial オンスクリーン対応

Surface Laptop

CPU
第 7世代  Intel®
Core™ i5

（Intel®  HD  Graphics）

第 7世代  Intel® Core™ i7
（Intel® lris™ Plus  Graphics）

メモリ※ 8GB 8GB 8GB 16GB 16GB

記憶容量（SSD） ※ 128GB 256GB 256GB 512GB 1TB

通信形式 ※ Wi-Fi Wi-Fi　 Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi

重さ 約 1,252g 約 1,283g

外形寸法 約 308.10mm× 223.27mm× 14.48mm

外部GPU ―

バッテリー 最大約 14.5 時間の動画再生が可能 ※

ディスプレイ 13,5インチ/PixelSense™ディスプレイ/2,256×1,504（201PPI）/10点マルチタッチ/Surface ペン対応（1,024段階筆圧検知）

Surface Studio 

CPU
第 6世代  Intel® Core™ i5
（Intel®  HD  Graphics）

第 6世代  Intel®Core™ i7
（Intel®  HD  Graphics）

メモリ ※ 8GB 16GB 32GB

記憶容量（ハイブリッド） ※ 64GB SSD ＋ 1TB HDD 128GB SSD ＋ 1TB HDD 128GB SSD ＋ 2TB HDD

通信方式 ※ Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi

重さ 9.56kg

外形寸法
ディスプレイ：637.35mm× 438.90mm× 12.50mm
ベース：250.00mm× 220.00mm× 32.20mm

外部GPU
NVIDIA®GeForce®GTX965M

（2GB GDDR5）
NVIDIA®GeForce®GTX980M

（4GB GDDR5）

バッテリー ―

ディスプレイ
28 インチ /PixelSense™ ディスプレイ /4,500 × 3,000（192DPI）/ 色空間：sRGB、 DCI-P3、鮮やか /10
点マルチタッチ /Surface ペン対応（1,024 段階筆圧検知）/Surface Dial オンスクリーン対応

バーガンディコバルトブループラチナ ブラック

・角度調整できる28インチの大型PixelSense™ディスプレイ搭載
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